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　本研究では，保育者のインクルーシブ保育に対する意識と保育経験および保育者効力感との関連を明らかにするこ
とを目的とした。さらに，子どもの権利に対する保育者の意識についても検討した。方法は，保育者を対象とした質
問紙法を用いた。  
　その結果，周囲からの連携や協力を十分に得られていないと感じている保育者がベテランの保育者及び障害児保育
経験のある保育者に多く，保育者同士や保護者，他機関との連携が不可欠であることが示唆された。さらに，保育経
験年数や障害児保育経験の有無と子どもの権利に対する保育者の意識に関連があることが明らかとなった。
 In this study, we aimed to clarify the relationship between consciousness of childcare worker 's inclusive childcare 
and childcare experiences and childcare worker efficacy. In addition, we examined childcare consciousness for 
Rights of the Child. Method was a questionnaire intended for the childcare worker . 
 As a result, many of the teacher who felt that cooperation was not sufficiently obtained are veteran teachers and 
childcare worker with Education for Handicapped Children experienced. It was suggested that cooperation with 
other childcare worker, parents and other organizations was indispensable. In addition, it became clear that there 
is a relation to the childcare worker 's consciousness to Rights of the Child and the existence of childcare 's years 
of childcare experience and childcare experience for Education for Handicapped Children.
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１.はじめに
　現在の障害児保育を支える理念として「インクルーシ
ブ保育」が叫ばれている（三木，2017）。そこで，本研
究では，インクルーシブ保育について現場の保育者がど
のような意識をもっているのかを探ることとする。
　まず，インクルーシブという理念はどのように広まっ
ていったのだろうか。1993年（平成５年）に国際連合に
おいて ｢障害者の機会均等に関する標準規則｣ が提唱さ
れた。その後，1994年（平成６年）にスペインのサマラ
ンカにおいてユネスコとスペイン政府の共催で開かれた
｢特別支援教育に関する世界大会｣ において，｢特別なニー
ズ教育に関する原則，政策，実践に関するサマランカ声
明｣ が採択され，｢特別なニーズ教育｣ ということばを使っ
て新たな教育の在り方が提言された。又，この声明では，
体に障害があることや国や地域によって紛争や貧困等の
事情で学校に行けない子どもたちを ｢特別な教育的ニー
ズ（Special Education Needs）のある子ども」という
定義をした。この「特別な教育的ニーズのある子ども」
という考え方を使って，従来からの特殊教育や障害児教
育と呼ばれるものとは異なった教育対象の捉え方を示し，
通常学校や通常学級全体を改革していこうとした。
　さらに，｢特別な教育的ニーズ｣ に対応する教育であ
る ｢特別ニーズ教育｣ を行うということは，対象を限定
せず，学校は幅広い様々なニーズをもつ子どもたちを受
け入れて教育していくということである。よって「イン
クルージョン」という概念を提示し，インクルーシブな
学校という形態が最も特別ニーズ教育にふさわしいもの
であり，今後推進されていくべき学校形態であるとした
（小方，2008）。
　よって，インクルーシブ教育が国際的な舞台に登場し
たのは，1994年のユネスコ会議でのサマランカ声明おい
てである（玉村，2017）。
　次に，インクルーシブ保育とは，どのようなものであ
るかを述べることとする。インクルーシブ保育とは，障
害のある子どもだけでなく，困難さを経験している ｢す
べての子どもたち｣ を対象とし，排除されることなくす
べての子どもが包容される保育（三木，2017）である。
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インクルーシブ保育が広まる前は，障害のある幼児と障
害のない幼児を同じ場で保育するという統合保育（小林
･中山，2007）が主流であった。山本・山根（2006）は，
これまでの統合保育は ｢障害のある子ども｣ と ｢障害の
ない子ども｣ というように二元的に論じられてきた一方，
インクルーシブ保育は最初から障害の有無を前提とせず，
すべての子どもを対象とし，一人一人が異なることを踏
まえ，そのニーズに応じた保育を行うことを意味し，一
元的に論じられるものと述べている。
　よって，インクルーシブ保育とは，すべての子どもが
尊重され，それぞれの保育ニーズが満たされる保育（小
山，2014）である。
　又，石井（2010）は，幼稚園と保育所に勤務している
保育者を対象に ｢障害児への影響｣ ｢健常児への影響｣  
｢保育者自身の体験｣ についての認識を問う質問紙調査
を行い，障害児保育経験が自らの発達観や保育観に影響
を与え，インクルーシブ保育が有意義なものとなってい
るのかという認識が，保育者のやりがいの実感に影響を
与えていることを明らかにしている。
　以上より，インクルーシブ保育に対する保育者の認識
が，保育者のやりがいの実感に影響を与えていることが
明らかとなった。
　さらに，保育者のやりがいの実感の一つとして，保
育者効力感が考えられる。保育者効力感とは，｢保育場
面において子どもの発達に望ましい変化をもたらすこ
とのできるであろう保育的行為をとることができる信念
｣ であると定義される（三木・桜井，1998）。又，阿部
（2013）は，保育士主体の協議中心型問題解決志向性コ
ンサルテーション（PANPSコンサルテーション）によっ
て保育者効力感がどのように変容するのかを調べた。さ
らに阿部（2013）は，気になる子どもの保育者効力感を
｢気になる子どもの保育において望ましい結果を生み出
すために必要なことを行うことができる信念｣ と定義し， 
｢気になる子どもの保育効力感尺度｣ を作成した。その
結果，PANPSコンサルテーションに参加した保育士の
保育効力感が上昇することが明らかとなった。
　保育者効力感尺度を従属変数とし，保育者効力感に影
響を及ぼす要因を明らかにし，保育士の保育能力の向上，
保育士養成教育や現場研究へ還元する研究の蓄積が喫緊
の課題である（井上，2014）。上記を踏まえ，本研究で
は三木・桜井（1998）の保育者効力感尺度及び阿部（2013）
の気になる子どもの保育者効力感尺度を用いることと
した。
　又，障害児や気になる子どもと関わる保育者の保育観
には，子どもの権利に対する思いや考えが関連している
のではないかと考えた。そこで本研究において，保育者
が子どもの権利条約をどのように捉えているのかを明ら
かにすることとした。
　1989年に ｢子どもの権利条約｣ が成立し，｢子ども
の権利｣ 保証が，国際条約として明確になった（若尾，
2017）。日本では，1994年に ｢子どもの権利条約｣ が批
准された。
　黒川（2015）によると，日本において，｢権利を認め
ると子どもはわがままになる（p.27）｣ といった子ども
の権利を制限したり否定したりする主張が今日も存在し，
その根底には，子どもはまだまだ未熟であり，しっかり
とした判断ができないという子ども観がある。さらに，
黒川（2015）は，障害のある子どもや自分の思いを言葉
で表現する力がない乳幼児を権利主体とはとらえられな
いという考えがまだ根強く残っているとも述べている。
　これらのことから，障害の有無を前提せずに，多様な
子ども一人一人の保育ニーズに対応するインクルーシブ
保育において，保育者の子どもの権利に対する意識が影
響しているのではないかと考えた。これまでの先行研究
を概観しても子どもの権利に関する意識との関連を検討
した研究は見当たらない。そこで，本研究において，保
育者が子どもの権利をどのように考えているのかを探る
こととした。
２.目的
　インクルーシブ保育の意識を高める要因として，保育
経験や保育者効力感があるのではないかと考えられる。
さらに，インクルーシブ保育を行う上で，保育者自身の
子どもに対する人権意識が大きく関連していると考えら
れる。そこで，本研究では以下の３点を明らかにするこ
とを目的とする。
⑴ 保育経験によって，インクルーシブ保育の意識に
どのような違いがみられるのか。
⑵ 保育者自身のインクルーシブ保育の意識によって，
保育者効力感に違いがみられるのか。
⑶ 保育経験年数や障害児保育経験によって，子ども
の権利に対する意識にどのような違いがみられる
のか。
２.方法
⑴調査方法：質問紙法で行った。質問紙の内容について
は，①フェイスシート（性別，年齢，保育経験年数，保
育者の担当形態など）　②園に在籍する障害児及び障害
児保育経験について（勤務する園での障害児の有無，障
害児保育経験年数，障害児の援助を行う上で困っている
ことなど）　③インクルーシブ保育に対する意識に関す
る項目　④保育者効力感尺度（三木・桜井（1998）の保
育者効力感尺度及び阿部（2013）の気になる子どもの保
育者効力感尺度の２種類）　⑤子どもの権利条約に関す
る項目の５つである。
　③インクルーシブ保育に対する意識に関する項目は，
長澤・太田（2000）及び田川・本谷（2004）を参考に作
成した。長澤・太田（2000）は，保育者が障害のある幼
児の保育に意義と効用を認める一方で，担当者が保育方
法に苦慮する実態や障害認定などで保護者との意見調整
が困難という意見があることから，保育者の統合保育へ
の意識について成果と困難性の２側面から質問項目を作
成していた。そこで本研究でも，インクルーシブ保育の
成果と困難性という２側面からの質問項目を設けること
とした（表１）。　　
　又，長澤・太田（2000）の研究では，保育者の統合保
育に対する意識を調査しているが，本研究でインクルー
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シブ保育の意識を調査することを目的としている。その
ため，障害の有無を前提としないインクルーシブ保育の
定義に相反する項目が含まれていないことを確認した上
で，長澤・太田（2000）の質問項目を用いることとした。
さらに，本研究においては，表１に示した25項目を【イ
ンクルーシブ保育に関する項目】とした。
表１　インクルーシブ保育に関する項目
成果その子自身が成長・変化した
周囲の子とその子との関係が深まった周囲の子が成長・変化した
周囲の子の親の理解・協力が深まった自分自身が保育者として成長した
因果性
その子の問題的な行動にどう対処したらよいかわからなかった
その子との意思疎通がはかれず、気持ちが通じ合わなかった
その子の障害に対する保育方法がわからなかった
その子の発達を具体的にどう促したらよいかわからなかった
その子と関わる時間が十分とれなかった
その子の成長・変化が見られなかった
子どもたち同士の関係をどう育てたらよいかわからなかった
周囲の子と一緒に活動するためにどうしたらよいかわからな
かった
その子に時間を取られ、周囲の子に十分に関われなかった
その子の親との協力・連携が得られなかった
周囲の子の親たちの障害に対する差別感のために保育を進め
にくかった
関係機関の協力・連携が十分ではなかった
同僚や職員同士の協力・連携が十分ではなかった
その子のことで相談できる人がいなかった
自分自身が保育者として成長できなかった
　しかし，長澤・太田（2000）の質問項目には，障害の
ある子自身が感じている困難や周りの子どもたちが感じ
ている困難を保育者がどう捉えているのかに関する項目
は含まれていない。そこで田川・本谷（2004）の質問項
目を参考に，障害のある幼児とその周りの幼児自身への
影響について保育者がどのように捉えているか質問する
項目を作成した。
　以上より，③インクルーシブ保育に対する保育者の意
識調査に関する項目は，【インクルーシブ保育に関する
項目（表１）】及び【障害のある子に関する項目】，【障
害のない子に関する項目】の３つで構成されている。
　⑤子どもの権利条約に関する項目については，OMEP
日本委員会（2012）が作成した ｢子どもたちの世界を豊
かに｣ 及び名古屋市が小学２年生向けの教材として作成
した ｢たいせつなこと｣ を参考に，子どもの権利条約を
親しみやすい表現に変更した権利に関する文を７つ作成
し（表３），これらの文の中から保育の中で特に大切に
しているものの上位３つの文を選んでもらい，なぜその
順位をつけたのか理由を尋ねた。
表２　子どもの権利条約に関する項目
子どもは差別されない権利がある
子どもはいじめられない権利がある
子どもには、話を聞いてもらう権利がある
子どもには、自分の気持ちを伝える権利がある
子どもには、大人になるまで大事に育てられる権利がある
子どもは、やりたいことや好きなことを自由にする権利がある
子どもには、「男の子だから」「女の子だから」と言われない権利がある
⑵調査対象者：幼稚園，保育所，こども園に勤務する
保育者1321名を対象に質問紙調査を行なった（表３）。
回収率は，54%であった。
表３　調査対象者内訳
 
 
 
 
  
対象園数 配布部数 回収部数
公立保育園 2 52 39
町立こども園 1 70 46
公立幼稚園 16 98 53
公立保育所・保育園 31 451 269
私立幼稚園 33 556 232
私立こども園 4 94 71
87 1321 710
表3  調 者内訳
関東地方
東北地方
D地域
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⑶調査期間：2017年６月~７月。
⑷手続き：協力園に調査依頼書，研究計画書，質問紙を
郵送した。回答後，質問紙を園でまとめて返送して頂い
た。
⑸分析方法：①フェイスシート及び②園に在籍する障害
児に関する項目については，それぞれ集計又は分類を行っ
た。
　４件法で尋ねた質問項目については，｢そう思う・非
常にそう思う・あてはまる｣ を４点，｢やや思う・やや
そう思う・ややあてはまる｣ を３点，｢あまり思わない・
あまりそう思わない・あまりあてはまらない｣ を２点，
｢そう思わない・ほとんどそうは思わない・あてはまら
ない｣ を１点とし，平均点及び合計得点を算出した。４
件法で尋ねた質問項目とは，③インクルーシブ保育に対
する意識に関する項目，④保育者効力感尺度（三木・桜
井（1998）の保育者効力感尺度及び阿部（2013）の気に
なる子どもの保育者効力感尺度の２種類）である。ただ
し，保育者効力感尺度（三木・桜井，1998）には逆転項
目が含まれていた。
　さらに，③インクルーシブ保育に対する意識に関する
項目は３構成になっており，｢インクルーシブ保育に関
する項目｣ ｢障害のある子に関する項目｣ ｢障害のない子
に関する項目」それぞれにおいて因子分析を行い，因子
の抽出及び質問項目の選別，信頼性の検討を行うことと
した。その後，各因子に含まれる項目の合計得点を算出
した。算出した合計得点の平均を基準として，高群・低
群に保育者を分け，保育経験（保育経験年数・障害児保
育経験）による保育者の高群・低群の分布の違いを検討
するためにχ2乗検定を行った。又，各因子に含まれる項
目の合計得点が高群・低群の保育者間における保育者効
力感尺度得点の違いを検討するためにt検定を行った。
　最後に，保育経験によって大切にする子どもの権利が
異なるのか検討するためにχ²乗検定を行った。
3．結果と考察
⑴調査対象者の状況及び特徴
　今回の質問紙調査は回収した710名を分析の対象とし
た。ただし，回答漏れや回答ミスのあった場合は，回答
漏れや回答ミスのあった質問を含んだ項目ごと全て分析
対象外とした。
①保育者の保育経験年数とその特徴
　調査対象者の保育経験年数については，保育経験年
数が11~20年の保育者が29.9%（209名）と最も多く，続
インクルーシブ保育に対する保育者の意識
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いて５~10年の保育者が25.5%（178名）,５年未満の保育
者が22.2%（155名）の順で多かった（表４）。以上より，
本研究において，若手の保育者よりも中堅の保育者の
協力がより多く得られたといえる。ただし，調査対象者
710名のうち，無回答者が12名いた。
表４保育経験年数
保育経験年数　 合計
   ５年末満 155
　５～10年 178
　11～20年 209
　21～30年 94
　31～40年 55
　41年以上 7
　　合計 698
②調査対象者の障害児保育経験の有無
　調査対象者が障害児を担当したことがあるのか，障害
児保育経験の有無について ｢1．ある｣ ｢2．ない｣ の２
択で回答を求めた。
　その結果，障害児保育経験の有無については，｢1.あ
る｣ という回答が73.3%（509名），｢2.ない｣ という回答
が26.7%（185名）であった（図１）。ただし小数第２位
を四捨五入した為，図１に示した円グラフが100%とな
らない。以上より，多くの保育者が障害児保育を経験し
ていることが明らかとなった。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１　調査対象者全体の障害児保育経験の有無
⑵インクルーシブ保育に対する保育者の意識と保育経験
との関連
　保育者のインクルーシブ保育に対する意識を調べるた
めの質問項目は，①インクルーシブ保育に関する25項目，
②障害のある子に関する７項目，③障害のない子に関す
る７項目の３つで大きく構成されている。まず,３つの
構成それぞれにおいて，因子分析を行い，質問項目の選
別を行った。以下，【インクルーシブ保育に関する項目】
に着目し，結果を述べる。
　【インクルーシブ保育に関する項目】における因子分
析の結果，【１.周囲の人的環境】【２.インクルーシブ保
育の困難】【３.インクルーシブ保育の成果】の３因子で
構成された質問項目であることが明らかとなった（表５）。
さらに信頼性を検討するために，【インクルーシブ保育
に関する項目】19項目について３因子別にCronbachの
α係数を求めたところ，第１因子では.86,第２因子で
は.86,第３因子では.76といずれも満足すべき内的一貫性
が示された。
表５　インクルーシブ保育に関する項目の因子分析結果（ブロマックス回転後３因子パターン） 
 
 
 
 
  
F1 F2 F3
1 その⼦⾃⾝が成⻑・変化した .00 -.06 .63
2 周囲の⼦とその⼦との関係が深まった .10 -.04 .77
3 周囲の⼦が成⻑・変化した -.08 -.01 .74
4 親との連携が深まった -.13 .11 .46
5 周囲の⼦の親の理解・協力が深まった -.09 .12 .51
9 その⼦の問題的な行動にどう対処したらよいかわからなかった -.08 .70 .05
10 その⼦との意思疎通がはかれず、気持ちが通じ合わなかった .08 .60 .02
11 その⼦の障害に対する保育方法がわからなかった .90 .07
12 その⼦の発達を具体的にどう促したらよいかわからなかった -.08 .92 .06
15 ⼦どもたち同士の関係をどう育てたらよいかわからなかった .13 .54 -.20
16 周囲の⼦と一緒に活動するためにどうしたらよいかわからなかった .15 .61 -.04
18 周囲の⼦が、障害に対する差別感を持っていて保育を進めにくかった .63 .06 .05
19 その⼦の親との協力・連携が得られなかった .62 -.02 -.07
20 周囲の⼦の親の理解・協力が得られなかった .73 -.02 .03
21 周囲の⼦の親たちの障害に対する差別感のために保育を進めにくかった .77 -.02 .04
22 関係機関の協力・連携が十分ではなかった .63 .05 .00
23 同僚や職員同士の協力・連携が十分ではなかった .78 -.06 .03
24 その⼦のことで相談できる人がいなかった .65 .00 .00
25 ⾃分⾃⾝が保育者として成⻑できなかった .45 .12 -.15
F1 F2
F2 .29
F3 -.28 -.18
表5 インクルーシブ保育に関する項目の因子分析結果(プロマックス回転後3因子パターン)
〈第3因⼦ インクルーシブ保育の成果 〉(α =.76)
〈第2因⼦ インクルーシブ保育の困難〉(α =.86)
〈第1因⼦ 周囲の人的環境〉(α =.86)
因⼦間相関
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①保育経験年数との関連
　保育経験年数ごとに，【１.周囲の人的環境】【２.イン
クルーシブ保育の困難】【３.インクルーシブ保育の成果】
の３因子それぞれに含まれる項目の合計得点の平均を基
準とし，保育者を高群・低群に分けた。さらに各因子に
おける保育者の高群・低群の度数分布が保育経験年数に
よって異なるのかを調べるためにχ²乗検定を行った（表６）。
　【１.周囲の人的環境】因子に含まれる項目の合計得点
の平均が，15.88 （SD=2.32 ）点であったため，合計得
点が16点以上を「高群」，15点以下を「低群」とした。「保
育経験年数」を独立変数とし，χ²乗検定を行った結果，
｢保育経験年数｣ と ｢周囲の人的な環境因子に含まれる
項目の合計得点の高低｣に関連があることが明らかとなっ
た（χ²（5，N=621）=14.32，p<.05）。さらに，残差分析を
行った結果，保育経験年数31～40年の保育者に【１.周
囲の人的環境】因子に含まれる項目の合計得点が高群の
保育者が多いことが明らかとなった。 
　よって，｢同僚や職員同士の協力・連携が十分ではな
かった｣ 等といった項目が含まれる【１.周囲の人的環
境】因子に含まれる項目の合計得点が高いということは，
保育を行う上で，保育者が周囲からの連携や協力を十分
に得られていないと感じ，周囲の人的環境への満足感が
低いということであると考えられる。保育経験年数が
31~40年のベテランの保育者に，周囲の人的環境因子得
点の高群が多いことから，周囲からの連携や協力を十分
に得られていないと感じるベテランの保育者が多いと考
えられる。
　さらに，χ²乗検定の結果，保育経験年数５年未満の
保育者に【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含ま
れる項目の合計得点の高群が多く，保育経験年数11~20
年・31~40年の保育者に低群が多いことが明らかとなっ
た（χ²（5，N=622）=38.70，p<.05）。
　よって，「その子の問題的な行動にどう対処したらよ
いかわからなかった」等といった質問項目が含まれる
【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含まれる項目の
合計得点が高いということは，インクルーシブ保育を行
う上での問題を困難と感じやすいということであると考
えられる。保育経験年数が５年未満の保育者に高群が多
く，31～40年の保育者に低群が多いことから，若手の保
育者はインクルーシブ保育を行う上で困難を感じやすい
一方で，ベテランの保育者は困難を感じることが少ない
のではないかと考えられる。　
　さらに，保育経験を積むことで，インクルーシブ保育
における問題に困難を感じるだけでなく，保育者なりに
工夫し，障害のある子の良い面に目を向けて関わってい
くことができるのではないかと考えられる。
表６　インクルーシブ保育に関する項目における保育経験年数による差
インクルーシブ保育に対する保育者の意識
表 6 インクルーシブ保育に関数項目における保育経験年数による差 表の入れ替え 
 
 
 
 
 
  
低群 高群 合計 低群 高群 合計 低群 高群 合計
度数 64 68 132 37 96 133 70 62 132
期待度数 58.45 73.55 132 65.86 67.14 133 63.67 68.33 132
調整済みの残差 1.1 -1.1 -5.60 5.60 1.20 -1.20
度数 73 84 157 76 83 159 87 70 157
期待度数 69.52 87.48 157 78.73 80.27 159 75.72 81.28 157
調整済みの残差 0.60 -0.60 -0.50 0.50 2.10 -2.10
度数 94 97 191 107 80 187 81 109 190
期待度数 84.58 106.42 191 52.98 133.02 187 92.60 97.40 190
調整済みの残差 1.60 -1.60 2.5 -2.5 -1.90 1.90
度数 30 56 86 51 36 87 36 52 88
期待度数 38.08 47.92 43.08 43.92 87 42.44 45.56 88
調整済みの残差 -1.90 1.90 1.80 -1.80 -1.50 1.50
度数 13 36 49 33 17 50 23 27 50
期待度数 21.70 27.30 49 24.76 25.24 50 24.12 25.88 50
調整済みの残差 -2.60 2.60 2.40 -2.40 -0.30 0.30
度数 1 5 6 4 2 6 3 2 5
期待度数 2.66 3.34 6 5.74 0.26 6 2.41 2.59 5
調整済みの残差 -1.40 1.40 0.80 -0.80 0.50 -0.50
度数 275 346 621 308 314 622 300 322 622
期待度数 275 346 621 308 314 622 300 322 622
31〜40年
41年以上
合計
表6 インクルーシブ保育に 項目における保育経験年数による差
インクルーシブ保育に関する項目
周囲の人的環境因子 インクルーシブ保育の困難因子 インクルーシブ保育の成果因子
保育経験
年数
5年未満
5〜10年
11〜20年
21〜30年
表 6 インクルーシブ保育に関数項目における保育経験年数による差 表の入れ替え 
 
 
 
 
 
  
低群 高群 合計 低群 高群 合計 低群 高群 合計
度数 64 68 37 96 70 62
期待度数 58.45 73.55 132 6 86 67 14 133 63 67 68 33 132
調整済みの残差 1.1 -1.1 -5.60 5.60 1.20 -1.2
度数 73 84 6 83 87 70
期待度数 69 52 87 48 157 78 73 8 27 159 75 72 81 28 157
調整済みの残差 0.60 -0.60 -0.50 0.5 2.10 -2.10
度数 94 97 107 80 81 109
期待度数 84 58 106 42 191 52.98 133.02 187 92 6 97 4 190
調整済みの残差 1.6 -1.60 2.5 -2.5 -1.90 1.90
度数 30 56 86 51 36 36 2
期待度数 38 08 47 2 43 08 43 92 87 42 44 45 6 88
調整済みの残差 -1.90 1.90 1.80 -1.80 -1.50 1.50
度数 13 6 33 17 23 27
期待度数 21 7 27 3 49 24 76 25 24 50 24 12 25 88 50
調整済みの残差 -2.60 2.60 2.40 -2.40 -0.30 0.30
度数 1 5 2 3 2
期待度数 2 66 3 34 6 5 74 26 6 2 41 2 9 5
調整済みの残差 -1.40 1. 0 0.80 -0.80 0.5 -0.50
度数 275
期待度数 275 346 621 308 314 622 300 322 622
31〜40年
41年以上
合計
表6 インクルーシブ保育に関する項目における保育経験年数による差
インクルーシブ保育に関する項目
周囲の人的環境因子 インクルーシブ保育の困難因子 インクルーシブ保育の成果因子
保育経験
年数
5年未満
5〜10年
11〜20年
21〜30年
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②障害児保育経験との関連
　障害児保育経験の有無ごとに，【１.周囲の人的環境】
【２.インクルーシブ保育の困難】【３.インクルーシブ保
育の成果】の３因子それぞれに含まれる項目の合計得点
の平均を基準とし，保育者を高群・低群に分けた。さら
に各因子における保育者の高群・低群の度数分布が障害
児保育経験の有無によって異なるのかを調べるためにχ²
乗検定を行った（表７）。
　χ² 乗検定の結果，障害児保育経験のある保育者に
【１.周囲の人的環境】因子に含まれる項目の合計得点
の高群が多いことが明らかとなった（χ²（1，N=620）
=8.99，p<.01）。
　よって，「同僚や職員同士の協力・連携が十分ではな
かった」といった質問項目が含まれる【１.周囲の人的
環境】因子に含まれる項目の合計得点が高いということ
は，保育者が周囲からの連携や協力が十分に得られてい
ないと感じているということである。
　さらに，χ²乗検定の結果，障害児保育経験のある
保育者に【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含
まれる項目の合計得点の低群が多く，障害児保育経験
のない保育者に高群が多いことが明らかとなった （χ²
（1，N=621）=19.36，p<.01）。
　以上より，周囲からの連携や協力を十分に得られてい
ないと感じている保育者がベテランの保育者及び障害児
保育経験のある保育者に多いと考えられる。さらに若手
の保育者や障害児保育経験のない保育者がインクルーシ
ブ保育に困難を感じやすいと考えられる。　
⑶インクルーシブ保育に対する意識と保育者効力感との
関連
　インクルーシブ保育に対する保育者の意識によって，
保育者効力感が変化するのか【インクルーシブ保育に関
する項目】に含まれる３因子において検討した。又，保
育者効力感について，三木・桜井（1998）の保育者効力
感尺度，阿部（2013）の気になる子どもの保育者効力感
尺度の２種類において検討を行った。
　まず，【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含まれ
る項目の合計得点が高群・低群の保育者それぞれにおけ
る三木・桜井（1998）の保育者効力感尺度10項目合計得
点の平均を表８に示した。【２.インクルーシブ保育の困
難】因子に含まれる項目の合計得点が高群の保育者にお
ける保育者効力感尺度の合計得点の平均は，25.95（SD
＝3.88）点であった。一方で，低群の保育者における保
育者効力感尺度の合計得点の平均は28.02（SD＝3.38）点
であった。【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含ま
れる項目の合計得点の高低によって，保育者効力感尺度
の合計得点の平均に差があるのかを調べるために，保育
者効力感尺度10項目の合計得点の平均点を従属変数とし，
対応のないt検定を行った。
　その結果，【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含
まれる項目の合計得点が低群の保育者の方が，高群の保
育者よりも保育者効力感尺度10項目合計得点の平均点が
高かった（t (583)=6.90, p<.01）。よって，【２.インクルー
シブ保育の困難】因子に含まれる項目の合計得点が低い
保育者の方が高い保育者よりも保育者効力感が高いこと
が明らかとなった。
　次に，【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含まれ
る項目の合計得点が高群・低群の保育者それぞれにおけ
る阿部（2013)の気になる子どもの保育者効力感尺度14
項目合計得点の平均を表8に示した。【２.インクルーシ
ブ保育困難】因子に含まれる項目の合計得点が高群の保
育者における気になる子どもの保育者効力感尺度の合計
得点の平均は40.40（SD＝5.23）点であった。一方で低
群の保育者における気になる子どもの保育者効力感尺度
の合計得点の平均は43.01（SD＝4.72）点であった。【２.イ
ンクルーシブ保育の困難】因子に含まれる項目の合計得
点の高低によって，気になる子どもの保育者効力感尺度
の合計得点の平均に差があるのかを調べるために，気に
なる子どもの保育者効力感尺度14項目の合計得点の平均
点を従属変数とし，対応のないt検定を行った。
　その結果，【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含
まれる項目の合計得点が低群の保育者の方が，高群の保
育者よりも，気になる子どもの保育者効力感尺度14項目
の合計得点の平均点が高かった（t （579)=6.28，p<.01）。
　よって，三木・桜井（1998）の保育者効力感と同様に
阿部（2013）の気になる子どもの保育者効力感において
も，【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含まれる項
目の合計得点が低い保育者の方が高い保育者よりも保育
者効力感が高いことが明らかとなった。
　以上より，｢その子の問題的な行動にどう対処したら
よいかわからなかった｣ 等といった質問項目が含まれる
【２.インクルーシブ保育の困難】因子に含まれる項目の
表７　インクルーシブ保育に関する項目における障害児保育経の有無による差
以下は，修正箇所のある表のデータになります。訂正済みのデータとなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
低群 高群 合計 低群 高群 合計 低群 高群 合計
度数 200 287 487 264 96 133 247 237 484
期待度数 215.22 271.78 487 65.86 67.14 133 230.29 253.71 484
調整済みの残差 -3.00 3.00 -5.60 5.60 3.20 -3.20
度数 74 59 133 76 83 159 48 88 136
期待度数 58.78 74.22 133 78.73 80.27 159 64.71 71.29 136
調整済みの残差 3.00 -3.00 -0.50 0.50 -3.20 3.20
度数 274 346 620 308 314 622 295 325 620
期待度数 274 346 620 308 314 622 295 325 620
障害児保
育経験の
有無
ある
ない
合計
表7 インクルーシブ保育に関する項目における障害児保育経験の有無による差
インクルーシブ保育に関する項目
周囲の人的環境因子 インクルーシブ保育の困難因子 インクルーシブ保育の成果因子
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合計得点が低い保育者の方が高い保育者よりも保育者効
力感が高いことが明らかとなった。よって，インクルー
シブ保育に困難を感じにくい保育者は，保育者効力感が
高いと考えられる。
表８　インクルーシブ保育の困難因子における
差の検討 
 
 
 
 
 
  
インクルーシブ保
育の困難因⼦ 度数 平均値
標準偏差
(SD )
平均値の
標準誤差 t 値
低群 291 28.02 3.38 0.20
高群 294 25.95 3.88 0.23
低群 284 43.01 4.72 0.28
高群 297 40.40 5.23 0.30
*ｐ <.05,  **p <.01
表8 インクルーシブ保育の困難因子における差の検討
保育者効力感尺度 6.90**
気になる⼦どもの
保育者効力感尺度 6.28**
⑷子どもの権利条約に対する保育者の意識
　子どもの権利条約に関する項目において，第1.2.3位
に７つの権利のうち，どれを選んだのか順位ごとの集計
を行った。又，保育経験年数，障害児保育経験の有無に
よって，７つの権利の中で第１位に選んだ権利が異なる
のかを調べるためにχ²乗検定を行った。
　χ² 乗検定の結果，｢保育経験年数｣ と ｢子どもの権
利条約で第１位に何を選ぶか｣ とは関連があることが明
らかとなった（χ²（30，N=673）=88.14, p<.05）。さら
に残差分析を行ったところ，保育経験年数が11～20年，
31～40年，41年以上の保育者において，A「子どもは差
別されない権利がある」を第１位に選ぶ保育者が多いこ
とが明らかとなった。又，保育経験年数が５年未満の保
育者において，D ｢子どもには，話を聞いてもらう権利
がある｣ 及びF ｢子どもは，やりたいことや好きなこと
を自由にする権利がある｣ を第１位に選ぶ保育者が多い
ことが明らかとなった。　
　以上より，保育経験年数の長い保育者は差別されない
ことを重視しているといえる。又，若手の保育者にとっ
ては，差別されないことを当たり前と捉え，子どもの自
主性を尊重する傾向があるのではないかと考えられる。
4．総合考察
⑴保育経験とインクルーシブ保育に対する保育者の意識
との関連
　本研究から，周囲からの連携や協力を十分に得られて
いないと感じている保育者がベテランの保育者及び障害
児保育経験のある保育者に多く，園の保育者同士や保護
者，他機関との連携が不可欠であることが示唆された。　　
　又，本研究において，若手の保育者及び障害児保育経
験のない保育者がインクルーシブ保育に対して困難を感
じやすいことが明らかとなった。よって保育経験を重ね
ることでインクルーシブ保育における様々な問題に直面
しながらも，多様な子ども一人一人を丁寧に受け止め，
その子の良さといった肯定的な面にも目が向けられるよ
うになっていくのではないかと考えられる。さらに障害
児を保育するイメージをもち，見えない不安を減らすため，
保育者養成校段階や研修等において，障害児や気になる
子どもへの具体的な対応方法等，インクルーシブ保育の
実践を学んでいくことが大切なのではないかと考えられる。
⑵インクルーシブ保育に対する保育者の意識と保育者効
力感との関連
　本研究から，インクルーシブ保育に困難を感じにくい
保育者は，保育者効力感が高いことが明らかとなった。
　よって，インクルーシブ保育を行う過程において保育
者は困難を感じながらも，周囲からの連携や協力を得て，
保育者自身が試行錯誤しながら保育を行うことで，保育
者効力感が高まっていくのではないかと考えられる。石
井（2010）は，インクルーシブ保育が有意義であったと
いう認識が保育者の ｢やりがい｣ を支えていると述べて
いる。このことより，インクルーシブ保育の過程におい
て，困難を感じながらも，障害のある子自身や周りの子
の成長といった成果を感じることが，保育者のやりがい
の実感につながるのではないか。又，インクルーシブ保
育を行う上で，保育者が感じる困難を減らす手立てを講
じ，保育者の ｢やりがい｣ を支えていくことが求められ
ると考えられる。
⑶保育経験と子どもの権利条約に対する保育者の意識と
の関連
　本研究から，保育経験年数や障害児保育経験の有無が，
子どもの権利に対する保育者の意識に影響を与えること
が明らかとなった。保育者は，子どもの権利に対する何
らかの思いや考えをもって保育を行っていると考えられる。
又，子どもの権利を尊重することが子どもの育ちに繋が
ると考え，保育している保育者の実態があるのではない
か。さらに，本研究で取り上げたインクルーシブ保育とは，
多様な子ども一人一人を大切な存在として尊重し，それ
ぞれの保育ニーズを満たす保育であり，障害児保育経験
の有無によって，保育者が大切にしたい権利が異なって
いることから子どもの権利の尊重がインクルーシブ保育
の考え方の根底にあり，影響しているのでないかと考え
られる。保育者が，多様な子ども一人一人を大切な存在
として尊重し，保育を行うことが重要であり，今後，子
どもの権利に対する保育者の意識を測る尺度を開発する
必要があると考えられる。
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